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2 0 2 3 年 3 月 

在チリ日本大使館経済班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （2023年 2月 ） 

 

 

１．経 済 指 標  

 

（１） 経 済 活 動 指 数 （ IM ACEC ） － 前 年 同 月 比

0.4％－  
1 月 の IMACEC は 前 年 同 月 比 0.4 ％ ， （ 季 節 調

整 済 前 月 比 は 0.5 ％ ） とな った 。 営 業 日 数 は 昨 年

と 同 じ で あ っ た 。 鉱 業 は 前 年 同 月 比 4.0 ％ ， 鉱 業

以 外 の 業 種 は 同 ▲ 0.2 ％ だ っ た 。 季 節 調 整 済 前

月 比 で は 鉱 業 は 1.0 ％ ， 非 鉱 業 部 門 は 0.4 ％ と な

った。 

中 銀 アンケート（3月 ）による2月 のIMACEC見 通 しは前 年 同 期 比 ▲0.2％（中 央 値 ）とな

っている。 

 

（２） 消 費 －悪 化 している－  
①  1 月 の 商 業 活 動 指 数 （ 実 質 ，INE公 表 ） は，前

年 同 月 比 ▲ 7.1％ ，同 指 数 の 小 売 業 （ 除 く車 ）は

同 ▲11.4％となった。 

②  1 月 のｽ ｰﾊ ﾟｰﾏ ｰｹｯ ﾄ販 売 額 （ 実 質 ，INE公 表 ）

は，前 年 同 月 比 ▲14 .4％となった。 

③  12 月 の ｻ ﾝ ﾃ ｨ ｱ ｺ ﾞ 首 都 圏 商 業 販 売 額 （ チ リ 商

工 会 議 所 公 表 ，既 存 店 ，暫 定 値 ）は，前 年 同 月

比 ▲16.4％となった。 

④  2月 の消 費 者 経 済 認 識 指 数 （IPEC，Gfk Ad ima rk公 表 ）は28 . 4  (前 月 差 3.9 )，個 人 の

景 気 認 識 （現 状 ）は31 .61（同 3.5）と，引 き続 き50（中 立 点 ）を下 回 っている。 

⑤  2月 の新 車 販 売 台 数 は26,220台 （前 年 同 月 比 ▲17 .4％）となった。 

＜概 要 ＞景 気 は、悪 化 している。  

● 消 費 は悪 化 している。 

● 生 産 は、工 業 は減 少 、鉱 業 は増 加 。企 業 マインドは良 化 している。 

● 雇 用 は足 踏 み状 態 にあり、失 業 率 は未 だ高 い水 準 にある。 

● 物 価 は大 きく上 昇 している。 

● 貿 易 は黒 字 となっている。 

● 銅 価 格 は下 落 ，為 替 はペソ安 傾 向 ，株 価 は上 昇 で推 移 している。 

先 行 き については 、コ ロナ ウイルスの感 染 状 況 とそ の対 策 、 新 憲 法 制 定 議 論 、 財 政 ・ 年 金 ・

税 制 等 国 内 政 治 動 向 及 びウクライナ情 勢 を含 む世 界 経 済 情 勢 に留 意 する必 要 がある。 
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（３） 鉱 工 業 生 産 ， 電 力 － 工 業 は 減 少 、 鉱 業

は増 加 －  
1 月 の 工 業 生 産 指 数 は ，前 年 同 月 比 ▲ 1.6 ％

と な った 。 セ ク タ ー 別 で は 食 料 品 が 増 加 （ 寄 与 度

1.1％），化 学 が減 少 （同 ▲1.3％）に寄 与 した。 

1 月 の 鉱 業 生 産 指 数 は 前 年 同 月 比 2.9 ％ ，

銅 生 産 量 は同 1.3％となった。 

1 月 の 電 力 指 数 は 前 年 同 月 比 0.7 ％ と な っ

た。 

 

 

 

 

（４） 企 業 の業 況 判 断 －良 化 －  
2 月 の IMCE （ 企 業 業 況 判 断 指 数 ） は 42 .14 ポ

イントで，前 月 差 1.47ポイントとなり，12ヶ月 連 続

で 中 立 点 を 下 回 っ た 。 内 訳 を 見 る と ， 商 業 が

42 .86（同 ▲0.09ポイント），鉱 業 が63 .23（同 2.12

ポイント），製 造 業 は 38.65（ 同 2.30ポイント） ，建

設 業 が26 .67（同 1.25ポイント）となった。 

 

 

（５） 雇 用 －失 業 率 は未 だ高 い水 準 にある－  
11 ～ 1 月 期 の 失 業 率 は 8.0 ％ （ 前 年 同 期 差

0.8 ％ ） と ， 高 い 水 準 に あ る 。 労 働 力 人 口 は

399 , 737 人 増 加 （ 前 年 同 期 比 4.3 ％ ） ， 就 業 者 数

は 295 , 656 人 増 加 （ 同 3.4 ％ ） し ， 失 業 者 数 は

104 , 081人 増 加 （同 15 .2％）している。就 業 者 数 を

職 業 別 に み る と ， 鉱 業 が 前 年 同 期 比 寄 与 度

0.4％、建 設 が同 ▲0.7％と減 少 に寄 与 している。 

1月 の賃 金 （速 報 値 ）は，名 目 は前 年 同 月 比 11.1％，実 質 は同 ▲1.1％となった。 
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（６） 物 価 －大 きく上 昇 している－  
2 月 の 消 費 者 物 価 指 数 （ 総 合 ）は ，前 月

比 は ▲ 0.1 ％ ， 前 年 同 月 比 は 11 .9 ％ と な っ

た。品 目 別 に前 年 同 月 比 の動 きをみると貿

易 財 （14 . 3％），燃 料 （13 . 2％）が上 昇 した。

な お ， 生 鮮 ・ 燃 料 を 除 く 指 数 は ， 前 月 比

0.2％，前 年 同 月 比 9.1％であった。 

中 銀 ア ン ケ ー ト (3 月 ) に よ る イ ン フ レ 期 待

は1年 後 ：4.8％（前 月 5.0％），2年 後 ：3 .0％

（前 月 3.2％）となっている。 

1 月 の 生 産 者 物 価 （ 全 産 業 ） は，前 月 比

0.0％，前 年 同 月 比 は3.0％となった。農 林 畜 産 業 （前 年 同 月 比 17 .5％）などが上 昇 した。 

 

（７） 貿 易 －黒 字 となっている－  
①  2 月 の 輸 出 額 （ FOB ） は 83 . 4 億 ド ル （ 前 年 同 月

比 14.2％）となった。内 訳 を 見 ると，鉱 業 品 45.3億

ドル（同 8.5％）（全 体 の54.3％），農 林 水 産 品 10 .0

億 ド ル （ 同 22 .4 ％ ） （ 全 体 の 12 .0 ％ ） ， 製 造 業 品

28 .1 億 ド ル （ 同 21 .6 ％ ） （ 全 体 の 33.7 ％ ） と な った 。

鉱 業 品 の う ち 銅 は 34 .5 億 ド ル （ 同 ▲ 4.2 ％ ） （ 鉱 業

品 輸 出 額 全 体 の76 .2％）となった。 

②  2月 の 輸 入 額 （FOB） は63 .4 億 ドル（ 前 年 同 月 比 ▲14.8％） となった。内 訳 （ CIF）は ，消

費 財 18 .0億 ドル（同 ▲27 .3％），中 間 財 35 .9億 ドル（同 ▲16.6％），資 本 財 14.7億 ドル（ 同

▲3.7％）となった。 

③  2月 の貿 易 収 支 （FOB）は20 .0億 ドルの黒 字 となった。 

 

（８） 対 日 ・中 ・韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （ FOB ） ： 1 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 5.3 億 ド ル （ 前 年 同 月 比 ▲ 32.5 ％ ） ， 輸 入

額 2.6億 ドル（同 29 . 9％），貿 易 総 額 では7.9億 ドル（同 ▲19.6％）となった。 

②  対 中 貿 易 （FOB）：1月 の貿 易 額 は，輸 出 額 42.3億 ドル（前 年 同 月 比 16 .2％），輸 入 額

13 .7億 ドル（同 ▲45 .4％），貿 易 総 額 では56 .0億 ドル（同 ▲8.9％）となった。 

③  対 韓 貿 易 （ FOB ） ： 1 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 4.9 億 ド ル （ 前 年 同 月 比 ▲ 17.2 ％ ） ， 輸 入

額 1.5億 ドル（同 29 . 0％），貿 易 総 額 では6.4億 ドル（同 ▲9.6％）となった。 
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２．市 場 の動 き 

（１） 国 際 銅 価 格 －下 落 －  
2月 の 国 際 銅 価 格 は 1ポンド4 . 1 6ドル （1 日 ） で始 ま

った。月 末 には4.01ドル（28日 ）と前 月 末 比 ▲2.5％で

終 了 した。 

2 月 の 銅 在 庫 は ，239 . 734 ㌧ （ 1 日 ） で 始 ま り ，月 末

には332 , 042㌧（28日 ）と前 月 末 より増 加 した。 

 

 

 

 

（２） 為 替 －ペソ安 傾 向 －  
2 月 の 為 替 は ， 1 ド ル 7 8 9 ペ ソ （ 1 日 ） で 始 ま っ た 。

そ の 後 下 落 （ ペ ソ 高 ） に し、 月 末 は 8 2 8 ペ ソ （ 2 8 日 ）

と前 月 末 差 27ペソで終 了 した。 

 

 

 

（３） 株 価 －上 昇 －  
2 月 の IPSA 値 （ サ ン テ ィ ア ゴ 主 要 株 式 指 数 ） は

5308ポイ ント （ 1 日 ）で 始 まった。月 末 に は5395ポイ ン

ト（28日 ）と，前 月 末 比 1.4％で終 了 した。 
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３．経 済 トピックス(報 道 等 情 報 ) 

 

（１） TPP11 発 効 に関 する外 務 報 道 発 表 及 び関 連 報 道 表  

2月 21日 、チリ外 務 省 は、チリのTPP11発 効 について報 道 発 表 をした。 

＜チリ外 務 省 報 道 発 表 ＞ 

本 21日 （火 ）、CPTPP (TPP11 )がチリで発 効 した。この協 定 には、オーストラリア、ブルネ

イ、カナダ、日 本 、マレーシア、メキシコ、ニュージーランド、ペルー、シンガポールおよびベト

ナムが署 名 している。 

昨 夜 20日 （月 ）、ニュージーランドがホスト国 として主 導 するCPTPP上 級 当 局 者 （SOM）

のバーチャル会 合 に、我 が国 は正 式 メンバーとして初 めて参 加 した。チリ政 府 は、国 際 経

済 交 渉 閣 僚 級 会 合 を通 じて、この条 約 の実 施 を進 めている。そして、今 回 の発 効 により、

CPTPPの適 切 な実 施 について、関 係 者 との調 整 が行 われることになる。 

チリ外 務 省 は、国 際 経 済 関 係 事 務 局 （SUBRE I ）を通 じて、CPTPPメンバーとともに、ま

た、そ の他 の国 際 場 裡 に おい て、投 資 家 対 国 家 の紛 争 解 決 メ カニズム の改 革 と近 代 化

を進 めるために引 き続 き取 り組 んでいく。 

＜関 連 報 道 ＞ 

CPTPPは、約 5年 にわたる国 内 での長 期 の交 渉 を経 て、2月 21日 （火 ）に発 効 した旨 官

報 に掲 載 された。チリ外 務 省 によると、2021年 、TPP11加 盟 国 は世 界 人 口 の6.7％、世 界

GDP の12 . 2％、世 界 貿 易 の14 . 8％を 占 めてい る。また 、チリ は、CP TP P 参 加 国 の中 で唯

一 、他 の10カ国 と貿 易 協 定 を結 んでいる国 である。2022年 、チリから同 加 盟 国 への輸 出

額 は、チリの対 世 界 輸 出 総 額 の14%に相 当 する。また、同 加 盟 国 からの輸 入 額 は輸 入 総

額 の8 . 6 %に 相 当 す る 。投 資 面 では、2 021 年 までに 同 加 盟 国 が チ リ に 投 資 す るスト ッ クの

約 34％を占 め、チリの海 外 投 資 の31％を占 める。 

CPTPPの発 効 により、2月 21日 より2930品 目 の関 税 が削 減 されることとなる。また、二

国 間 お よび 多 国 間 協 定 に 含 まれ る関 税 譲 許 を 考 慮 す ると 、CP T P P は、カ ナ ダ から100、

日 本 から1 , 052、マレーシアから663、ベトナムから1 , 115、合 計 2 , 9 30の関 税 品 目 について

何 らかの優 先 権 を提 供 することになる。 

2930品 目 のうち、チリ から輸 出 されていない 品 目 などを除 くと、444の品 目 においてチリ

の輸 出 可 能 性 が広 がることになると、チリ外 務 省 は指 摘 している。また、これらの製 品 のう

ち、6 割 以 上 が 果 物 、 水 産 物 、 乳 製 品 、 肉 類 など 一 次 産 品 や 天 然 資 源 を 使 った 産 業 で

ある。 

20日 夜 、ニュージーランドがホスト国 として調 整 したCPTPPの上 級 代 表 者 会 議 （SOM）

に、正 式 メンバーとして初 めて参 加 した。 

今 後 の 予 定 とし て、チ リ 外 務 省 は、 「 政 府 は 、 国 際 経 済 交 渉 のた めの 省 庁 間 委 員 会

（Com i te  I n te rm in i s t e r i a l  de  Negoc i ac iones  Econom icas  I n t e rnac iona le s）を通 じて、

この条 約 の実 施 を進 めている。そして、この発 効 により、CPTPPの適 切 な適 用 が関 係 者 と

調 整 されることになる。」と発 表 している。ウレホラ外 務 大 臣 は、この委 員 会 を3月 にも招 集

する予 定 としており 、並 行 して民 間 企 業 との会 議 を 開 いており、来 月 もこの会 議 を 続 ける

と述 べている。 

チリにとってはCPTPPの発 効 で終 わりではなく、これから一 連 の課 題 への取 り組 みが幕

を開 ける。UC国 際 研 究 センターのホルヘ・サハド所 長 は、2つの課 題 を指 摘 する。1つ目 は、
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国 内 政 治 との関 係 である。チリ政 府 はこれまでのCPTPPへの抵 抗 姿 勢 を止 め、同 協 定 を

自 分 たちのものとして受 け入 れる必 要 がある。同 協 定 が真 に企 業 に利 用 されるためには、

発 効 されるだけでは不 十 分 であり、生 産 輸 出 セクターにもたらす利 益 やチャンスについて、

政 府 が具 体 的 に説 明 をして後 押 しをする必 要 がある。2つ目 は、外 交 面 である。CPTPPの

発 効 により、チリは加 盟 国 との会 議 において投 票 権 を持 つようになる。これにより、中 国 の

同 協 定 参 加 な ど 微 妙 な問 題 に 対 して、チ リ が立 場 を 示 すこ と とな るほか、 参 加 の 意 向 を

示 してい るエクア ドル、ウ ルグア イ 、コスタリ カなどのように 、中 南 米 地 域 のより 多 くの 国 々

が同 協 定 に参 加 するための推 進 役 とならなければならない。 

 

（２） 2022 年 の林 業 輸 出 実 績 ：報 道  

２月 ２１日 付 当 地 紙 「エル・メルクリオ」が、チリにおける2022年 の林 業 輸 出 実 績 を報 じ

た。 

 チリ森 林 研 究 所 （INFOR）のデータによると、2022年 １～12月 における林 業 分 野 の輸 出

額 は66億 8 ,200万 米 ドルに達 し、前 年 比 11 . 9％増 となった。これは、モールディング部 材 や

セルロース等 の製 品 の販 売 が全 般 的 に好 調 であったことが要 因 であるという。 

 この輸 出 額 は、林 業 部 門 の回 復 を反 映 しており、パンデミック前 の2019年 の数 値 （56億

6 ,100万 米 ドル）を上 回 っており、過 去 最 高 を記 録 した2018年 の輸 出 額 に迫 る記 録 になっ

ている。 

 バレンスエラ農 業 大 臣 は、この輸 出 額 の増 加 は、主 に販 売 価 格 の上 昇 と、高 い需 要 が

複 合 的 に作 用 したことによるものであるとし、メキシコ等 のチリの輸 出 先 において、大 企 業

だけでなく中 堅 企 業 も含 めて大 幅 に輸 出 額 が増 加 し、回 復 してい ることを 示 していると述

べた。 

 2022年 は、チリの林 業 製 品 は114の市 場 に向 けて取 引 された。主 な輸 出 先 は中 国 と米

国 で、両 国 合 わせて36億 6 ,330万 米 ドルの輸 出 額 を記 録 し、輸 出 総 額 の54 .8％を占 めた。 

 他 方 、メキシ コへの 輸 出 額 は3億 8 , 4 6 0 万 米 ドルで、全 体 の5 . 8％を 占 めて３ 位 とな り、2

億 8,900万 米 ドルを輸 入 し、全 体 の4.6％を占 めた日 本 は４位 に後 退 した。 

 20 22年 に 林 業 製 品 の海 外 輸 出 を 行 った 企 業 は、合 計 753社 となってい るが、I NFORに

よると、上 位 ５社 はArauco社 とCMPCグループに属 する大 手 企 業 が占 め、合 わせて51億 2

200万 米 ドルの製 品 を輸 出 し、輸 出 額 全 体 の76.7％を占 めている。 

 

（３） ケブラダ・ブランカ２銅 鉱 山 拡 張 プロジェクト：報 道  

2月 22 日 当 地 紙 エル メルクリ オ は、ケ ブ ラダ ・ブラ ンカ ２ 銅 鉱 山 の 拡 張 プ ロジ ェ クト の 進

捗 状 況 について報 じた。 

 タラパカ 州 にあ るケ ブラダ・ブランカ２ 銅 鉱 山 の拡 張 プロジェクト が、Tec k社 （加 ）の報 告

書 に よる と、 年 内 のフ ル稼 働 を 目 指 し、 精 鉱 の1 号 ライ ンの 試 運 転 と 鉱 石 投 入 の 準 備 を

実 施 。プロジェクト全 体 で建 設 と試 運 転 が進 んでおり、パイプライン、電 力 、鉱 区 の建 設 は

基 本 的 に完 了 し、2023年 の銅 生 産 量 は15～18万 トン、2024～2026年 には28.5万 ～31万

トンに増 加 すると見 込 んでいる。 

 コンヘル最 高 執 行 責 任 者 は、全 ての設 備 を再 稼 働 させている。海 水 淡 水 化 プラントとそ

の動 作 には非 常 に 満 足 してい る。現 在 、濃 縮 機 まで水 を 押 し上 げてい る。濃 縮 機 は、全

ての エンジ ン 、 大 型 ミ ル、 起 動 時 に 8 ～1 2 時 間 の 長 時 間 稼 働 を 必 要 と す る 多 くの 機 器 を
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稼 働 させ、全 て成 功 した。また、最 終 的 な投 資 額 は、74億 米 ドルから77 . 5億 米 ドルになる

と発 表 し、2023年 中 に予 定 されている工 事 への支 出 は12億 米 ドルから17 . 5億 米 ドルにな

ると見 積 もっていると述 べた。 

 また、21日 、Teck社 を2つの独 立 した上 場 企 業 、Teck  Meta l s社 とE lk  Va l l e y  Resourc

e s社 に分 離 する事 業 の再 編 成 を報 告 。この分 離 により、2つの資 源 会 社 が誕 生 し、投 資

家 は異 なる商 品 ファンダメンタルズと価 値 提 案 を持 つ2つの事 業 間 で投 資 を配 分 すること

ができるようになる。Teck  Me ta l s社 は、高 品 質 で低 コストのベースメタル生 産 、世 界 有 数

の銅 開 発 ポートフォリオ、統 制 のとれた資 本 還 元 方 針 により、成 長 志 向 の企 業 となる。E l

k  Va l l e y  Resou rce s社 は、長 期 的 なキャッシュ創 出 と株 主 へのキャッシュリターンに重 点

を置 く高 収 益 のカナダ製 鉄 用 石 炭 生 産 会 社 となり、大 きな株 式 価 値 増 大 の可 能 性 を 持

つことになる。両 事 業 の可 能 性 を最 大 限 に引 き出 し、かつ長 期 的 に責 任 ある経 営 が継 続

できるよう、取 締 役 会 が徹 底 的 な検 討 を行 った成 果 だと述 べた。 

 

（４） 2023 年 のサーモン輸 出 の見 通 し：報 道  

 ２月 ２４日 付 当 地 紙 「エル・メルクリオ」が、2023年 のサーモン輸 出 の見 通 しを報 じた。 

 チリ外 務 省 国 際 経 済 関 係 次 官 官 房 （SUBRE I）によると、2022年 のサーモン輸 出 額 は、

62億 2 ,700万 米 ドルに達 し、2021年 よりも28 . 1％増 加 した。 今 年 １月 の輸 出 額 は、5億 4 ,

900万 米 ドルに達 し、昨 年 同 月 比 10 .5％増 となっている。 

 B l umar社 、Mu l t i X社 、Camanchaca社 等 の企 業 が加 盟 するSa lmonCh i l eのクレメント会

長 は、2022年 にパンデミック後 のサーモン需 要 の回 復 が確 認 され、より健 康 なタンパク質

を求 める世 界 の傾 向 があることを考 えると、2023年 も引 き続 きサーモンが大 きな需 要 を持

つことが期 待 できると述 べた。 

 同 会 長 は、2022年 の輸 出 の大 幅 増 は、米 国 、日 本 、ブラジル等 のサーモ ン業 界 に とっ

て最 も重 要 な市 場 において、販 売 に良 好 な価 格 が維 持 できていることが関 係 していると述

べ、チ リは現 在 、ノルウェーに 次 ぐ世 界 第 ２ 位 のサーモ ン生 産 国 であ り 、関 連 製 品 は100

以 上 の市 場 に輸 出 されているため、生 産 部 門 の持 続 可 能 性 を通 じて、2022年 の成 長 を2

023年 も引 き継 ぐことが重 要 だと指 摘 した。 

 一 方 、AquaCh i l e社 、Aust r a l i s社 、Ce rmaq社 、Mow i社 、Sa lmones  Aysen社 が加 盟 す

るサーモン協 議 会 のセゲル会 長 は、今 年 のチリ産 サーモンに対 する国 際 的 な需 要 は高 ま

るものの、生 産 量 の伸 びは限 定 的 で、飼 料 や輸 送 等 のコストの面 でも不 透 明 さがある点

を指 摘 し、2023年 は、チリのサーモン養 殖 にとって、活 発 な国 際 需 要 の機 会 を活 かすため

の 大 き な 挑 戦 であ る と 同 時 に 、 環 境 、 社 会 、 経 済 の 側 面 を 考 慮 し 、 当 局 と 協 力 して この

活 動 の持 続 的 発 展 を進 める必 要 性 が高 まっていると強 調 した。 

 「ク」会 長 は、世 界 市 場 にお け る原 材 料 の高 騰 が、サーモ ンの生 産 コストの上 昇 に つな

がってい ることも考 慮 しなけ ればならない と強 調 し、「セ」会 長 は 、飼 料 や燃 料 等 、産 業 に

必 要 な 主 要 な 投 入 物 の 価 格 は 依 然 高 い 水 準 で あ り 、 様 々 な 価 格 の 動 向 を 注 意 深 く 見

守 っていると述 べた。 

 

（５） 太 平 洋 同 盟 の緊 張 ：報 道  

  2月 22日 当 地 ラテルセラ電 子 版 は、「太 平 洋 同 盟 の緊 張 」と題 する社 説 を掲 載 した。 

 ロペス・オブラドール墨 大 統 領 は、太 平 洋 同 盟 の規 約 に従 い、2023年 に議 長 国 に就 任
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すべきペルーに議 長 を引 き渡 さないことを、完 全 に一 方 的 に決 定 した。「ロ」大 統 領 は、ボ

ルア ルテ ・ペ ルー政 権 を 「偽 り 」と考 えてい る た めで、本 同 盟 の最 終 決 定 はリ オ ・グ ループ

に委 ねる意 向 であるとしている。 

 「ロ」大 統 領 は、カスティージョ・ペルー前 大 統 領 が議 会 を解 散 させ、政 令 で統 治 しようと

したため、憲 法 に基 づく手 続 きで議 会 から罷 免 されたにも拘 わらず、事 実 上 の自 己 クーデ

ターを 行 った と批 判 し てい る。ペト ロ・コロンビア 新 政 権 も「ボ 」ペ ルー政 権 を 承 認 せず、本

同 盟 史 上 初 めて、加 盟 国 のうち2カ国 が他 国 と公 然 と対 立 する事 態 に発 展 している。4番

目 の加 盟 国 であるチリは、「ロ」大 統 領 が一 貫 性 のない態 度 を表 明 してから、既 に数 日 が

経 過 しているにも拘 わらず、今 のところ完 全 な沈 黙 を守 っている。 

  2012年 の発 足 以 来 、本 同 盟 にとって最 も緊 張 する瞬 間 であることは間 違 いない。他 の

加 盟 国 から認 められない政 府 という前 例 のない事 実 を考 えると、本 同 盟 の傘 下 で運 営 さ

れている一 連 のプログ ラムがどうなるかという不 確 実 性 に 加 え、地 域 機 関 としての存 続 に

疑 念 が生 じるのは避 けられない。 

 本 同 盟 発 足 以 来 、 見 事 な調 和 を 示 し、異 なる政 党 の政 府 が順 次 議 長 職 を 引 き 継 ぎ、

同 盟 を強 化 し、異 なるイデオロギー的 立 場 が、商 品 やサービスの自 由 な流 れや人 の自 由

な移 動 のための空 間 となるといった、本 同 盟 を支 える長 期 目 標 に干 渉 するのを防 ごうとい

う 意 欲 が 表 れて い る 。 本 同 盟 は 、 大 陸 全 体 が 目 指 す べき 優 れた 政 策 を 体 現 し 、 地 域 の

指 標 とな るものとな っ てい る。シ ンガ ポ ール や韓 を 含 む数 カ 国 が 参 加 す る意 向 を 示 し 、多

数 のオブザーバー国 が参 加 し、このプロジェクトの強 さを裏 付 けている。 

 本 同 盟 よりも、自 分 のイデオロギー的 衝 動 を優 先 させた「ロ」大 統 領 の無 責 任 さによって、

これら 全 てが 疑 問 視 されてい るのであ る。 何 の 権 限 も なく 、 他 国 に 相 談 もせ ず、ペ ルーの

臨 時 大 統 領 制 を 不 当 に 維 持 することを 決 めたが、憲 法 上 の手 続 きで選 ばれた 政 府 を 無

視 する一 方 で、ニカラグアやベネズエラの独 裁 政 権 を支 持 し認 めることに躊 躇 しないという

不 可 解 なダブルスタンダードも示 している。 

 チ リ 政 府 は自 らの立 場 を 明 らかに し、本 同 盟 の内 部 制 度 が完 全 に 尊 重 される よ うに す

るだ け でな く、 墨 が 一 方 的 で 気 ま ぐれな 姿 勢 を 主 張 す るな らば、 ペ ルーが 臨 時 大 統 領 職

の正 当 な保 持 者 とし て承 認 されるべき であ り、本 同 盟 を 危 険 に さらさない ように 主 張 す べ

きである。なぜなら、本 同 盟 の弱 体 は地 域 全 体 にとっての敗 北 となりうるからである。 

 

（６） アングロ・アメリカン社 の2022年 決 算 ：報 道  

2月 24日 当 地 紙 エルメルクリオは、アングロ・アメリカン社 は2022年 決 算 を発 表 するとともに、

鉱 業 ロイヤルティ法 案 について言 及 した旨 を報 じた。 

  2022年 決 算 で、アングロ・アメリカン社 は、3月 に上 院 財 政 委 員 会 で予 想 される鉱 業 ロイヤ

ルティ法 案 に言 及 した。業 界 の真 の貢 献 が認 められるよう、様 々なステークホルダーと対 話 を

続 けているとし、昨 年 の税 と鉱 業 ロイヤルティの間 に、国 内 で展 開 する様 々な事 業 で企 業 とし

て10億 米 ドル以 上 を納 めたと述 べた。 

 また、南 アなど他 の地 域 では、一 般 税 率 が28％から27％に引 き下 げられる予 定 である。しか

し、パンデミックによる財 政 赤 字 を管 理 する必 要 性 から、税 率 は、各 国 が注 視 している項 目 で

ある。チリはその一 例 で、チリ政 府 が鉱 業 など近 年 利 益 が上 がっている部 門 から追 加 税 収 を

得 ようとしている。チリの鉱 業 ロイヤルティ法 案 の見 通 しは、依 然 として不 透 明 であるが、現 在

様 々な承 認 段 階 を 経 ている最 新 の 案 は、 依 然 として 高 いものの、 当 初 から比 べるとかな り緩
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やかになっていると述 べた。 

 更 に 、 3 0 億 米 ド ル 以 上 の 投 資 を 検 討 し 、 今 後 数 カ 月 以 内 に チ リ 政 府 の 閣 僚 委 員 会 の審

査 を 受 けな ければなら ないロ スブロンセ ス・イ ンテグラド ・プロジェク ト の将 来 につい て 、許 認 可

に関 してもチリ当 局 と現 実 的 な解 決 に至 ることができると引 き続 き確 信 していると述 べた。 

 しかし、同 社 は、2022年 に45億 1 ,4 00万 米 ドルの利 益 を計 上 し、前 年 比 47％減 と大 幅 な減

益 を 記 録 。エネルギー 、サプライ チ ェー ン、 労 働 市 場 におい て 、 世 界 経 済 の 混 乱 が 事 業 に 及

ぼす 影 響 を 引 き 続 き 感 じ ている 。 異 常 気 象 は非 常 に 多 くの 人 々の 生 活 を 混 乱 させ 、 季 節 外

れの降 雨 はいくつかの事 業 に遅 れをもたらし、一 方 で、エネルギー危 機 は政 策 立 案 にインフレ

の急 激 な上 昇 を緩 和 するための対 応 を促 したと述 べた。 

 チリでの 事 業 は、ロ ス ブロンセスでの 計 画 外 操 業 停 止 に 加 え 、 全 ての事 業 所 で 記 録 さ れた

予 想 品 位 の 低 下 に よ り、 銅 の 生 産 量 は 前 年 度 より1 3％ 減 少 の5 62 , 2 0 0 トン と なっ た 。こ れに

加 え 、 2 0 2 1 年 と 2 02 2 年 の 記 録 的 な 少 雨 の 後 、 中 部 地 方 に 影 響 を 与 え た 干 ばつ によ る 水 の

利 用 の低 下 の影 響 があるが、これは水 管 理 への取 り組 みによって一 部 相 殺 された。また、前

会 計 年 度 の 単 価 は 、 記 録 的 な レ ベ ル の 現 地 イ ン フ レ 、 生 産 量 の 減 少 、 デ ィ ー ゼ ル や 火 薬 を

中 心 とした投 入 コストの上 昇 を反 映 して31％増 の1.57米 ドルだったが、チリペソ安 と副 産 物 投

入 量 の増 加 により一 部 相 殺 されたとまとめた。 

 

（７） モビスターチリ社 へのインタビュー：報 道  

２月 ２８日 付 当 地 デ ィ アリオ・フィナンシエロ紙 は、モビスター ・チリ社 幹 部 への５Gの展 望 に

関 するインタビュー記 事 を掲 載 した。 

 この15ヶ月 の間 、チリでは5G技 術 の導 入 が全 速 力 で進 んできた。その中 でモビスターは、バ

ルセロナで開 催 されている同 分 野 の世 界 的 な見 本 市 モバイルワールドコングレス（MWC）で同

社 が 提 供 し たデ ー タに よる と 、 このネ ット ワー クを 導 入 し て い る3 事 業 者 の 1つ と し て 、 チリ で 既

に150万 アクティブユーザーに到 達 していると報 告 した。 

 同 社 幹 部 によると、2023年 に販 売 する端 末 10台 のうち6台 が5Gになることで端 末 価 格 が下

がり、普 及 率 が高 まる予 測 だという。オペレー ターは、顧 客 増 加 だけでなく、５Gネットワー クで

のトラフィック増 加 にも備 えており、5Gが前 世 代 よりもはるかに速 くなっていることは証 明 済 み。

この急 速 な導 入 は、同 社 の法 人 顧 客 でも進 んでおり、Code l coやAng l o  Amer i c anといった大

手 鉱 業 会 社 と 、プライ ベー トネットワー ク を 通 じて 、 トラックの 自 動 運 転 やク レー ンの 移 動 の た

めのアプリケーションを導 入 するといった、生 産 プロセスの自 動 化 に関 する4つのプロジェクトが

進 行 し ている 。このよ う な使 い 方 を 進 めるには 、 直 ぐにでも 新 た な周 波 数 の 公 開 入 札 が 必 要

になるという。 

 チリの電 気 通 信 業 界 の企 業 と 政 府 は、より 多 くの 電 波 資 源 を 提 供 す る必 要 性 には同 意 し

ているが、アクセス方 式 に関 して 衝 突 が起 こ っている。モビスター は、5G競 争 に参 入 す べき方

法 は、 自 由 競 争 裁 判 所 （TDLC）から 行 政 権 行 使 の 承 認 を 受 けた、 Sub te l の 提 案 によるコ ン

セッションの変 更 ではなく、公 開 入 札 （周 波 数 オークション）によるものだと考 えている。競 争 は、

誰 でも参 加 できる公 平 な方 法 である。最 高 の企 画 を持 ち、最 高 の入 札 をした者 が勝 者 となる。

この好 循 環 を続 けていかなければならない。(コンセッションの用 途 変 更 は）法 律 で決 められて

いるわけではなく、国 にとってもメリットはないとし、投 資 を希 望 するすべての人 が、国 際 的 な勧

告 に沿 った80MHzから100MHzの間 の容 量 に拡 張 できる公 開 入 札 が、最 適 と確 信 していると

同 社 幹 部 は 述 べ て い る 。 エ ン テ ル 、 モ ビ ス タ ー 、 WOM が 、 ５ Ｇ サ ー ビ ス を 提 供 す る た め に
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3 . 5GHz帯 で50MHzの認 可 を受 けているが、3年 後 にはさらに多 くの周 波 数 帯 が必 要 になるた

め、これは中 期 的 には倍 増 しなければならない。 

 

（８） MWCにおけるチリのインターネット回 線 の速 さへの評 価 ：報 道  

 3月 1日 付 当 地 エルメルクリオ紙 は、チリのイ ンター ネット回 線 の 速 さが世 界 2 位 の認 定 を 受

けた旨 報 じた。 

 モバイル・ワールド・コングレス（MWC)で、チリは、ラ米 で最 も高 速 な固 定 通 信 回 線 を持 つ国

として、またシンガポールに次 いで世 界 2位 の高 速 な国 として認 定 された。 

 この認 定 は、ユーザーが自 分 のインターネット接 続 の品 質 を測 定 するためのサー ビス「Spee

dTes t」を提 供 している、Ook l a社 によって行 われた。チリでは毎 年 約 400万 人 が速 度 を測 定 し

ており、条 件 付 きのデ ータが提 供 されている。Ook l a社 のデー タによると、2020年 前 半 の平 均

ダウンロー ド速 度 が50 . 3Mbp sだとす ると、2022年 後 半 には205 . 96Mbpsに向 上 している。この

成 長 は、競 争 の激 しい市 場 と光 ファイバーネットワークへの急 速 な移 行 によってもたらされたも

のだと、同 社 は報 告 書 で述 べている。 

 また、チリで最 大 の光 ファイバーネットワークを展 開 するムンド社 が、ラ米 で最 速 の固 定 ネット

ワークを持 っていることも評 価 された。 

 アラジャ通 信 次 官 は 、「OECDの指 標 では、チリは、住 民 が最 も多 くモバイルデー タを利 用 す

る国 と いうカ テゴリー で ヨー ロッパ諸 国 に 次 い で9 位 だった。 OE CDの 平 均 が9GB であるのに対

し、チリでは1カ月 に約 17GBのユーザーがモバイルデータを使 用 している。これは、ネットワーク

の品 質 だ けで なく 、 人 々が接 続 を 利 用 す ると いう 点 で も、 チリが 優 れ ている こと を 意 味 す る」 と

述 べた。 

 また 、 MWC の 場 でモ ビス ター ・ チリ 社 は 、 19 世 紀 末 の 操 業 開 始 以 来 敷 設 し て きた 銅 製 ケ ー

ブルの全 廃 を段 階 的 に開 始 すると発 表 した。2024年 12月 までに銅 線 ケー ブルに接 続 す る顧

客 はいなくなり、2025年 12月 までに街 中 に銅 線 ケーブルがなくなる見 通 し。この措 置 により金

属 リ サ イ ク ル に よ る 環 境 対 策 の 他 、 毎 年 約 8 万 件 の ケ ー ブ ル 切 断 が 発 生 し 、 顧 客 に 深 刻 な

影 響 を及 ぼしている銅 の盗 難 によるネットワークの停 止 も防 ぐことができる。 

 

（９） ファーウェイ社 が電 力 部 門 の強 化 準 備 ：報 道  

3 月 3 日 付 、 当 地 デ ィ ア リオフ ィナ ンシ エロ 電 子 版 は 、ファー ウェイ 社 （ 中 国 ） が 電 力 部 門 の 強

化 準 備 している旨 を報 じた。 

 1 0 年 前 にファー ウェ イ 社 が 、クラウ ド 事 業 でのシ ェア 獲 得 を 目 標 に掲 げた とす れば 、 次 の10

年 は、チリで、2年 前 に 立 ち上 げた部 門 「デ ジタルパワー 」を通 じて電 力 分 野 への参 入 を 目 指

す ことになる。同 部 門 は、通 信 イ ンフラと同 様 に、光 ファイ バー ネットワー ク、アンテナ技 術 、ス

マートデバイスの構 築 に特 化 。これをベースに、大 企 業 や個 人 顧 客 のエネルギー消 費 の効 率

化 を可 能 にするエコシステムを構 築 することが主 な目 的 である。 

 約 10年 前 に、同 社 でコンセプトとして生 まれたデジタルパワー分 野 は、世 界 におけるデジタル

トランスフォーメーションの進 展 が、インフラの成 長 と電 力 消 費 の大 幅 な拡 大 を決 定 づけたこと

から 具 体 化 し た 。 こ の よ う な 状 況 の 中 、 過 去 のエ ネ ルギ ー 使 用 ペ ー ス を 維 持 す る こ と は 不 可

能 であるため、供 給 効 率 の向 上 がビジネスチャンスであると確 信 した。 

 関 連 戦 略 は 、 電 力 発 電 をより 多 く 活 用 で きるス マー トイ ン フラ を 開 発 ・ 販 売 す るこ とで あり、

例 えば、貯 蔵 プロセスで観 察 される、50％レベルのエネルギー 損 失 などのケースに対 処 す るこ
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とで、課 題 に対 処 するため、リソースを100％活 用 するための3つの要 素 、すなわちインバータ、

バッテリー及 び相 互 接 続 された電 力 系 統 に接 続 するためのICT技 術 を開 発 した。 

 チリ では 、 このビジ ネ スは 、ま だ 発 展 途 上 に ある。 太 陽 光 発 電 の 場 合 、 大 規 模 発 電 所 と 家

庭 用 発 電 所 の 2 つ の ア プロー チ があ る 。 こ の 分 野 で は 、 主 な 競 合 は 、 異 な る 技 術 を 使 用 す る

中 国 の S u ng r ow 社 で ある と 担 当 者 は 述 べ た 。 家 庭 用 の 場 合 、 機 器 を 設 置 す る こ と で 、 家 庭

のエネルギー 自 給 自 足 とエネルギー 供 給 会 社 からの独 立 が可 能 になる。チリのコリーナ地 区

で は 、 既 に 顧 客 が こ れ らの 技 術 的 ソ リュ ー シ ョ ン を 利 用 し て お り 、 3 年 以 内 に シ ス テ ム 投 資 回

収 ができると見 積 もられている。 

 同 社 に とっ て 、チリ が 戦 略 的 な 市 場 である 理 由 は 、 常 に 太 陽 に 照 ら され て いるこ と と 、 化 石

燃 料 からクリーンエネルギーに移 行 するカーボンニュートラルな目 標 という、大 きな可 能 性 を秘

めたビジネスエコシステムとしての二 つの資 質 を備 えているからである。ソー ラーパネル産 業 が

激 化 す る中 、 同 社 は 、 プラントが設 置 された 後 の電 力 変 換 を効 率 化 す る技 術 を持 っ てい る。

多 くのイ ンテグレー ター と提 携 しているビジネスで、実 際 、 我 々の参 加 は通 信 の世 界 と似 てい

るが、今 は 電 力 セクタ ー でイ ンフラを構 築 して いる。こう した経 験 を踏 まえ、チリは 戦 略 的 な 国

であり、我 々のソリューションを最 初 に導 入 する国 の一 つだと述 べた。 

 ラ米 では成 長 へのコミットメントが強 く、2020年 のデビュー後 、このビジネスの規 模 をグローバ

ルで急 速 に拡 大 するという全 体 目 標 に沿 って、22のマーケットで徐 々にオープンしている。この

事 業 は 戦 略 的 な事 業 であり、非 常 に新 し い 事 業 であるため、 毎 年 2桁 の成 長 を 続 けて い る。

国 によっては50％の市 場 シェアを獲 得 しており、生 産 される太 陽 エネルギーの半 分 を占 めてい

ると述 べた。 

 しかし、成 長 には課 題 もあると説 明 。例 え ば、チリは、エネルギー 転 換 の目 標 を 明 確 に 掲 げ

ているが、墨 のように再 生 可 能 エネルギー 発 電 の設 計 がなされていない市 場 も存 在 す ると指

摘 。最 小 限 の参 加 で巨 大 な市 場 。成 長 したいのであれば、各 国 が参 加 してエコシステムを確

立 する必 要 があると述 べた。 

 

（１０） リチウムによる国 庫 納 付 額 が2023年 予 測 を既 に上 回 る：報 道  

 3月 4日 、当 地 紙 エルメルクリオは、リチウムによる国 庫 納 付 額 が2023年 の予 測 を超 えた旨

を報 じた。 

 3日 、リチウム産 業 の発 展 における民 間 鉱 業 と国 家 の役 割 の間 で議 論 が高 まる中 、チリ政

府 は、SQM社 とAlbema r l e社 が、財 政 に前 例 のない貢 献 をしたことを報 告 。財 務 省 によると、

1月 の公 共 部 門 の総 収 入 は、リチウム開 発 契 約 による収 入 の伸 びによる財 産 収 入 の増 加 及

び民 間 鉱 業 への課 税 により、前 年 同 月 比 9.1％増 となった。 

 詳 細 には、民 間 鉱 業 への課 税 は実 質 年 率 5.9％増 。一 方 、銅 総 収 入 （CODELCO）は実 質

年 率 3.9％減 となった。最 も大 きく増 えたのは財 産 収 入 で、6倍 以 上 （実 質 年 率 523 . 6％）伸 び

を示 し、これは両 社 とのリチウム開 発 契 約 により、チリ産 業 開 発 公 社 （CORFO）からの収 入 が

伸 びたためと説 明 された。 

 CORFOの1月 月 次 報 告 書 を見 ると、財 産 収 入 に関 する項 目 （両 社 との契 約 金 額 の大 部 分

を含 む） で、 財 務 省 に 納 付 さ れた 金 額 は 、9 , 9 8 0 億 8 1 百 万 チリペソ （約 11 億 3 4 百 万 米 ド ル相

当 ）に達 し、この数 字 は2023年 の予 測 8,718億 75百 万 チリペソを超 えている。なお、2日 、SQM

社 はリース料 だけで33億 米 ドルを国 庫 納 付 したと報 じた。 

 CORFOは、2023年 の予 算 法 で定 められた額 を実 質 的 に上 回 った。財 産 収 入 の項 目 は、予
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算 法 が策 定 された2022年 4月 ～5月 に入 手 可 能 だった予 測 に基 づいて作 成 されていると述 べ

た。また、財 務 省 は、 事 実 上 、予 算 策 定 時 の財 産 収 入 額 を 超 え てしまったと説 明 。そのため、

2023年 2月 の発 表 され た自 治 財 政 審 議 会 の勧 告 に従 って、 収 入 予 測 の方 法 の 検 討 を 行 っ

ていると述 べた。 

 しかし、リチウムブー ムによる民 間 鉱 業 部 門 の国 庫 貢 献 の爆 発 的 な伸 びは、今 後 も確 実 と

は言 え ない 。リチウム 消 費 の 大 部 分 を 占 め る電 気 自 動 車 産 業 の 業 績 が 主 因 で 、リチウ ムの

将 来 については様 々な見 方 がある。 

 ゴー ルドマン・サックスのレポー トでは、パンデ ミックを背 景 に創 設 された電 気 自 動 車 購 入 の

ための国 家 補 助 金 の廃 止 に伴 い、昨 年 12月 から中 国 における需 要 が崩 壊 したと警 鐘 を鳴 ら

し、同 時 に世 界 的 に供 給 が堅 調 であることから、需 要 と供 給 のミスマッチがリチウムの価 格 に

反 映 される可 能 性 があるとしている。また、海 外 報 道 によると、昨 年 11月 以 降 、中 国 のリチウ

ム価 格 は約 30％急 落 するほどの影 響 を受 けている。更 に、主 要 なバッテリーメーカーの一 つで

ある中 国 CATL社 の最 近 の戦 略 では、リチウムの供 給 過 剰 が迫 っているため、顧 客 に大 幅 な

割 引 を提 供 していると推 測 されている。 

 しかし、SQM社 は、事 業 領 域 は中 国 以 外 にも及 んでおり、最 終 的 に中 国 の需 要 が減 少 して

も、それを乗 り切 るこ と ができると指 摘 。 売 上 は、地 域 、セグメント 、 製 品 毎 に非 常 によく分 散

さ れ て い る た め 、 市 場 の い く つ か の 指 標 の 推 移 を 見 る 際 に は 注 意 が 必 要 。 そ れ は 、 こ れ ま で

見 て き た 取 引 の レ ベ ル は 比 較 的 高 く な く 、 問 題 な い か ら だ と 述 べ た 。 ま た 、 Albemar l e 社 も 同

様 の 見 解 を 示 して おり 、 中 国 での 補 助 金 は 削 減 さ れたも のの 、 大 き な 欠 点 には な らな い と 述

べた。 

 

（１１） 2023年 上 半 期 の外 務 省 、経 済 省 、鉱 業 省 、エネルギー省 の優 先 課 題 ：報 道  

3月 6日、当地紙エルメルクリオは、財務省や労働省が税制や社会保障の

改革に力を注ぐ一方で、2023年上半期の外務省、経済省、鉱業省、エネル

ギー省の優先課題を報じた。  

 6日から立法作業が再開され、経済問題における政府の優先課題は、税

制改革の投票を進め、年金改革について合意を求めると同時に、年金基

金からの新たな引き出しを求める圧力に対応すること。しかし、象徴的

な改革に焦点が当たっている一方で、セクター別のポートフォリオも優

先課題を進めようとしている。内閣改造が予想される中、誰が指揮を執

ろうとも、タスクが変わることはないはずである。  

外務省は、 TPP11発効を受け、独自のタスクを超える大きな計画を立て

ていない。しかし、これらの業務は中小企業に重要な焦点を当てる。

ProChileと連携して行う輸出促進は、中小企業の支援に特に重点を置

き、輸出先や製品の多様化を指摘。これは、特に製造業と専門サービス

業において、地域のバリューチェーンに企業が組み込まれることを促進

するための支援で補完されると述べた。目標の一つは、チリと EUの先進

的枠組み協定の調印に向けた法的検討と翻訳を進めること。  

経済省は、進展を期待している一つに、企業役員への女性の参画を促

進するものがあり、当初 3年間は 20％を提案した上で、 6年以内に 40％に
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なるようにする。現在、「 More Women on Boards of Directors」という

イニシアチブは、下院女性委員会で最初の憲法制定手続き中で来週から

議論再開予定。次回で承認され、本会議に送られることを望む。また、

公共調達の近代化法案が上半期に完了する予定。また、 30日支払改正法

案の提出、前政権が議会提出したカボタージュ法案の審議入りを 3月中に

行う予定。さらに、漁業・養殖業事務局が様々な業界関係者とともに参

加型プロセスで取り組んできた新漁業法に関する対応。このほか、新た

に、消費者の権利保護制度に大きな変化をもたらすことを目的とした国

家消費者サービスの強化、国家統計局の新しい制度的枠組みに関する改

善指示、持続可能な生産開発のための制度的枠組みの構築、「 National 

Institute of Associativity and Cooperativism」の設立を挙げてい

る。  

 鉱業省について、エルナンド鉱業大臣は、優先事項の 1つとして、リチ

ウム戦略があり、本年 3月中にボリッチ大統領によって発表予定。本戦略

は、特に、新しい制度的枠組み、リチウムと塩田を研究する技術センタ

ー、チリ産リチウムの生産とバリューチェーンのための国営企業設立が

含まれていると述べた。クラフト鉱業次官は、先週、新しい国家リチウ

ム戦略で、塩田探査プロジェクトの民間参加と入札を想定していると発

表。我々は、探査プロジェクトの開始を検討しており、透明で公的なプ

ロセスを保証する入札を通じて行われる、また、プロジェクト開発の条

件は、採掘経験があることだと説明した。銅について、新しいインフラ

を導入して製錬能力を強化すると同時に、より良い環境基準と性能基準

で現在の能力を強化することに重点を置く。 ENAMIの中小鉱山の銅製品加

工を CODELCOがベンタナス製錬所以外で行うことを可能にするため、法律

改正する法案の最終処理を行うことが、第一優先であり、今週より下院

で審議される予定。鉱山採掘場・施設の閉鎖に関する法律を改正する法

案を提出できるよう、調査を進めている。  

エネルギー省について、パルドウ・エネルギー大臣は、再生可能エネ

ルギーの国家エネルギーマトリックスへの参加を促進する法案の処理継

続が、今年前半の優先課題になる。また、電力・燃料監督局を近代化・

強化のための法改正や、送電部門に高い規制効果をもたらす具体的かつ

緊急の改善を含む法案及び電力法に気候変動に関する公約を適合させる

こと。また、今年の上半期には、液化石油ガス（ LPG）と天然ガス市場の

改革も推進する。 LPG市場については、より競争力を高めるための法案を

提出する予定。天然ガス市場については、天然ガス市場の規制改善のた

めの専門家委員会がエネルギー省に提出する提言を考慮し、価格に関す

る改革を提示する予定。最後に、電力部門の 3大構造改革（卸売市場、送

電、配電）のいずれかを 2023年に導入する予定だと述べた。  
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（１２） 閣 僚 委 員 会 によるコジャワシ銅 鉱 山 プロジェクトの承 認 ：報 道  

3月 7 日 付 、当 地 エルメ ルクリオ紙 は、環 境 問 題 閣 僚 委 員 会 が、コジ ャワシ銅 鉱 山 プロジェ ク

トに対 して出 されていた不 服 申 立 てを却 下 し、プロジェクトを承 認 した旨 報 じた。 

 3月 6日 に環 境 大 臣 を議 長 とする閣 僚 委 員 会 が開 催 され、「コジャワシ銅 鉱 山 のイ ンフラ整

備 と生 産 能 力 向 上 」プロジェクトの環 境 影 響 調 査 の環 境 適 格 性 決 議 （RCA）に対 して、漁 師

等 から出 されていた不 服 申 立 てについて審 査 され、同 申 立 ては却 下 された。 

 同 プロジェクトは海 洋 生 態 系 の評 価 結 果 から、海 水 淡 水 化 プラントが漁 業 資 源 に大 きな影

響 を 与 え る こ とは な い ものの 、 職 人 漁 師 の 認 識 で は 、 彼 らの 生 産 活 動 の 将 来 に 対 す る 懸 念

が示 されていることから、海 洋 環 境 のモニタリングを設 置 したことを強 調 していた。 

 本 鉱 山 会 社 は、「本 プロジェクトは、銅 の生 産 能 力 向 上 だけでなくタラパカ州 の経 済 発 展 へ

のコミットメントを再 確 認 し、より良 い 社 会 づ くりに貢 献 す ることを目 指 す 」と、プロジェクトの承

認 を評 価 した。また、プロジェクトのすべての段 階 において、同 社 は、常 にすべてのコミュニティ

と対 話 し、合 意 に達 することを望 んでいることも忘 れてはならない。 

 

（１３） 大 規 模 森 林 火 災 による林 業 への影 響 ：報 道  

 ３月 ９日 付 当 地 紙 「エル・メルクリオ」が、大 規 模 森 林 火 災 による林 業 への影 響 を報 じた。 

 国 家 防 災 対 策 庁 （ S en ap r e d ） によ る と 、チ リ中 南 部 に お いて 今 般 発 生 し た 大 規 模 森 林 火

災 により、既 に43万 9 ,452haの森 林 が焼 失 （3/7時 点 ）しており、このうち、ビオビオ州 だけで47 .

6％を占 め、アラウカニア州 （24 . 4％）、ニュブレ州 （11 . 9％）と合 わせると、約 84％を占 めている。 

 チリ 木 材 組 合 （ C o r m a ）の ウ ガル テ 組 合 長 は 、 この ひ ど い 火 災 の 結 果 、 チ リ の 林 業 施 業 森

林 の 11％に 相 当 す る 2 4万 haの 人 工 林 がわ ずか3 週 間 で 焼 失 し た とし 、 供 給 面 では 、 当 面 は

被 害 を 受 けた 森 林 に 残 され た 木 材 の 伐 採 が進 み 、 産 業 へ の 薪 や木 材 の 供 給 は 可 能 だが、

森 林 の 喪 失 と 伐 採 の 加 速 化 により、 中 小 の 生 産 者 への 木 材 供 給 が構 造 的 に 不 足 す る こと

になると述 べた。 

 林 業 大 手 企 業 で あ る A r a u c o 社 の 人 材 及 び 持 続 可 能 性 担 当 マ ネ ー ジ ャ ー で あ るキ ンバ ー

氏 は、2023年 は被 害 を受 けた森 林 から木 材 を回 収 するための努 力 が行 われるが、2024年 夏

から供 給 量 低 下 の影 響 が現 れるはずだと説 明 し、パイン材 は主 に国 内 及 び輸 出 市 場 向 けの

製 材 所 に影 響 し、ユーカリ材 は、日 本 や中 国 市 場 へのチップ出 荷 やチリでのパルプ生 産 に影

響 を及 ぼすだろうと述 べた。 

 A r a u co 社 は、 47 , 0 0 0 h aが火 災 の 被 害 を 受 け、 現 在 入 手 可 能 な 情 報 等 から 、 同 社 の 財 政

的 な影 響 は推 定 約 5 , 0 00万 米 ドルになると報 告 し、同 じく大 手 企 業 のCMPC社 は、22 , 5 0 0ha

が被 害 を 受 け、 被 害 地 の木 材 が回 収 され ない場 合 、 財 政 的 影 響 は5 , 600 万 米 ドルに 及 ぶと

推 定 している。 

 他 方 、チリ森 林 研 究 所 （In f o r ）のガシトゥア所 長 は、大 企 業 が多 くの施 業 地 を所 有 している

の は 事 実 だ が 、 そ れ に 比 例 し て 中 小 企 業 も 多 大 な 影 響 を 受 け た と 指 摘 し 、 ウ ガ ル テ 組 合 長

は、森 林 火 災 の結 果 、 5 , 0 0 0人 以 上 の 小 規 模 森 林 所 有 者 の資 産 が灰 になってしまったと 述

べた。 

林 業 分 野 の 中 小 企 業 団 体 P y m e M a d の エ ス ケ レ 会 長 は 、 火 災 の 主 な 被 害 者 は 、 中 小 の

木 材 会 社 に供 給 する森 林 を所 有 する中 小 企 業 であると述 べ、これらの事 業 者 が倒 産 する危

険 性 は 当 面 な い と 見 て いる が 、 意 図 的 な 火 災 と い う 脅 威 の 存 在 に より 、 将 来 的 な 供 給 に 向

けた植 林 をためらい、 事 業 から撤 退 す ることにつながるため、中 長 期 的 には、いくつかの事 業
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者 が消 滅 する可 能 性 があると指 摘 した。 

 

（１４） 政 府 税 制 改 革 案 を下 院 が否 決 ：報 道  

３月 ９日 当 地 各 紙 は、チリ政 府 の最 重 要 法 案 の一 つである税 制 改 革 案 が、下 院 で否 決 さ

れた旨 報 じた。 

 ３月 ８日 、下 院 で政 府 の税 制 改 革 案 が否 決 された。可 決 には、出 席 議 員 147名 のうち過 半

数 の 7 4 票 が 必 要 であ ったが 、 結 果 は 賛 成 73 、 反 対 71 、 棄 権 3 であ った 。 否 決 に より 同 案 は1

年 間 、下 院 に提 出 することはできなくなる（憲 法 第 68条 ）が、上 院 で再 度 提 出 することは可 能 。

同 法 案 を所 管 するマルセル財 務 大 臣 は、採 決 前 日 に「可 決 に十 分 な票 数 が得 られると確 信

している」と述 べていたが、チリ政 府 の読 みの甘 さが露 呈 した。 

 税 制 改 革 法 案 は、チリ政 府 にとって最 重 要 法 案 の一 つであり、5年 間 でGDPの3 .6 %に相 当

す る 税 収 の 増 加 を 目 指 し 、 こ れ を 財 源 に 、 政 府 の 目 玉 政 策 で あ る 年 金 、 医 療 、 介 護 、 教 育

の改 革 や、 生 産 構 造 の改 革 を 実 施 す る 予 定 であったため 、 今 回 の否 決 は政 府 にとっ て 大 き

な打 撃 となる。 

 チリ政 府 は、 客 年 7 月 に同 法 案 を 発 表 し て以 降 、 与 野 党 の国 会 議 員 、中 小 企 業 関 係 者 、

産 業 界 とワーキ ンググルー プを設 置 し議 論 を 続 け、その結 果 、法 案 に90の指 摘 事 項 が 提 示

され、財 務 委 員 会 などでそのほとんどの修 正 案 が承 認 されていた。具 体 的 には、富 裕 税 、 賃

貸 住 宅 税 制 、 高 齢 者 介 護 にかかる 税 制 措 置 などの 追 加 修 正 、 中 小 企 業 の 法 人 税 増 税 の

縮 小 、 内 部 留 保 に 対 す る 新 税 の 税 率 と 基 準 値 の 変 更 、 5 億 米 ド ル の 投 資 を 奨 励 す る 新 税

控 除 基 金 の創 設 などの修 正 があった。 

 これにも かかわらず 、 富 裕 層 への 課 税 、 内 部 留 保 への 新 税 、 賃 貸 住 宅 からの 収 入 へ の課

税 強 化 などにつ い て、 投 資 や 成 長 を 阻 害 し 、 中 間 層 に 悪 影 響 を 及 ぼす との 理 由 から 、 野 党

の一 部 から反 対 意 見 は強 いままであった。 

 今 回 の採 決 に際 しては、中 道 左 派 のキリスト教 民 主 党 （DC）は、当 初 法 案 について改 善 の

必 要 が ま だ あ る と し て 慎 重 な 姿 勢 を 見 せ て い たも の の 、 結 果 と し て 賛 成 に 回 っ た が 、 右 派 会

派 （独 立 民 主 同 盟 党 （UDI ）、国 民 革 新 党 （RN）、政 治 発 展 党 （Evopo l i ）、独 立 地 域 主 義 等

（PR I ） ）は 反 対 票 を 投 じ、 元 DC のジ ョアンナ・ ペレス 議 員 、ミゲ ル・ア ンヘル・カ リス ト 議 員 な ど

の無 所 属 議 員 や 、み ん なの党 （P DG） のル ベン・オ ヤルソ 議 員 や ヨバナ・アウ マダ 議 員 も 反 対

票 を投 じた。また、元 DCのアンドレス・ジュアネ議 員 や、元 PDGのガスパル・リバス議 員 は棄 権

した。また、採 決 時 に8名 もの議 員 が欠 席 していたことも影 響 した。 

 チリ政 府 は今 後 、上 院 に再 提 出 するか、他 の代 替 案 を探 さなければならない。ただし、上 院

は、今 回 の採 決 で反 対 した野 党 の右 派 が2/3を支 配 しており、右 派 に配 慮 した修 正 をする場

合 、 法 案 全 体 が 骨 抜 き と なり 、 政 府 の 支 持 者 を 納 得 さ せ るこ と は で き なく な る 。 実 際 に 、 ウリ

アルテ大 統 領 府 長 官 は、上 院 での提 出 を否 定 している。他 方 で、下 院 に提 出 するために1年

待 つことは、チリ政 府 の重 要 政 策 の大 部 分 の財 源 が税 制 改 革 法 案 による歳 入 見 込 み に依

存 していたため、チリ政 府 の政 策 及 び財 政 の空 白 を招 くことになる。特 に、税 制 改 革 による増

収 分 の3 分 の1近 く（G DPの1 . 2％程 度 ）は 、 最 低 保 証 年 金 （PGU） に充 てられる予 定 であ った。

また 、 財 政 の 持 続 可 能 性 につ いて 、ネ ガテ ィブな シグナル を 発 信 す ることにも なる 。 与 党 の間

では、右 派 はPGUの引 き上 げに賛 成 の姿 勢 を示 しているにもかかわらず、その財 源 法 案 には

反 対 し て い る こ と に つ い て 矛 盾 し て い る と 指 摘 し て い る が 、 右 派 か らは 、 P G U の 引 き 上 げ など

は、リチウムの歳 入 増 と202 2年 決 算 剰 余 金 により、資 金 繰 りに問 題 はな いだろう と 反 論 して
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いる。 

 ボリッチ大 統 領 は、税 制 改 革 の成 立 のため、あらゆる方 法 を模 索 し、否 決 された点 について

合 意 できるよう、政 府 に指 示 をすると述 べ、 もし税 制 改 革 法 案 が 成 立 しなければ、法 案 成 立

を期 待 す る 国 民 に 失 望 を 与 え続 けるだけだ と述 べ た。 また 、反 対 や棄 権 を した 議 員 に対 し て

は、富 の分 配 を改 善 し成 長 を促 す税 制 改 革 ができるような合 意 に達 するよう、議 論 する準 備

があると述 べた。 

 鉱 業 ロイヤルティ法 案 は、今 回 否 決 された 税 制 改 革 法 案 には、含 まれておらず、別 で議 論

が続 いている。チリ政 府 筋 によると、当 面 は鉱 業 ロイヤルティ法 案 に注 力 し、その収 益 の一 部

をPGUの短 期 的 な 増 額 に充 てるというシナリオもあり得 るとしている。しかし、このロイヤルティ

法 案 は上 院 で批 判 されており、現 在 の流 れでは否 決 される可 能 性 さえあるため、これにはリス

クが伴 う。また、同 法 案 による税 収 は、地 方 政 府 への分 配 に焦 点 を当 てたものであり、PGUへ

の再 配 分 は 、困 難 との 見 方 が強 い 。なお、 共 産 党 の上 院 議 員 ダニ エル・ヌ ニェス議 員 は、 鉱

業 使 用 料 は幅 広 い社 会 的 コンセンサスを得 たイニシアティブであり、上 院 財 務 委 員 会 では来

週 採 決 するよう要 請 し、3月 か4月 には下 院 でも採 決 できるようにする予 定 であると述 べた。 

 


